























































































































































































































                                                  
7 分析時点では 2017 年度データが最新である。 
上で、DEA を基に経営効率値を計測し、そ
こから時系列的な変化を明らかにする。  






















として DEA を用いているものが多い。9 本
稿でも DEA を用いるため、先行研究を 2
つの視点から分類して、サーベイする。
                                                  
8 先行研究では自治体病院と呼ぶものが多い。 



































































表 1 先行研究の分類 
公立（自治体）病院の事業体としての投入物と産出物の特定化 















  6 投入 2 産出 
・中山（2004）○ 
7 投入 2 産出 
※ともに一部の例外あり 
・谷川（2006）○ 
  7 投入 2 産出 
（分類 1.2） 
・野竿（2007）○ 

















（分類 3.1） （分類 3.2） （分類 3.3） 
・足立（2013）○ 
4 投入 3 産出 
注 1：各先行研究の名称の右上の○は病床数を投入物としている場合に付してある。 





























                                                  
10 2009 年度から、150 床未満の病院のうち、直近の一般






表 1 先行研究の分類 
公立（自治体）病院の事業体としての投入物と産出物の特定化 
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  7 投入 2 産出 
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・野竿（2007）○ 

















（分類 3.1） （分類 3.2） （分類 3.3） 
・足立（2013）○ 
4 投入 3 産出 
注 1：各先行研究の名称の右上の○は病床数を投入物としている場合に付してある。 
注 2：表 1 で紹介している先行研究では、公立病院ではなく自治体病院という集合名詞が用いられているため、表
1 では併記している。 
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表 1 先行研究の分類 
公立（自治体）病院の事業体としての投入物と産出物の特定化 
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  7 投入 2 産出 
（分類 1.2） 
・野竿（2007）○ 
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・谷川（2006）○ 
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（分類 1.2） 
・野竿（2007）○ 








（分類 2. ） 
・獺口（2012） 
・獺口（2013） 
ともに 3 投入 2 産出 
（分類 2.3） 
 
（分類 3.1） （分類 3.2） （分類 3.3） 
・足立（2013）○ 































                                                  
10 2009 年度から、150 床未満の病院のうち、直近の一般


























































































































一般 療養 結核 精神 感染症
一般 872 850 260 110 94 210
結核 1 1 0 1 0 0
精神 41 2 1 2 41 0
一般 816 785 239 98 89 195
結核 1 1 0 1 0 0
精神 34 2 1 2 32 0
一般 781 749 236 82 87 195
結核 0 0 0 0 0 0



























採算地区 553 378.3 165.7 37.9 309.4 154.7 44.2 130.8 2.5 1.5
第1種不採算地区 126 37.8 29.1 7.7 49.4 16.1 5.4 19.1 0.3 0.3
第2種不採算地区 193 52.5 36.2 8.5 56.3 21.0 7.2 24.6 0.2 0.4
採算地区 514 442.2 185.2 39.5 332.0 163.8 45.4 138.5 3.0 2.6
第1種不採算地区 116 39.5 29.0 8.5 51.6 14.8 5.4 22.3 0.4 0.9
第2種不採算地区 186 54.6 37.9 9.2 60.5 19.9 7.2 27.7 0.3 0.3
採算地区 485 462.4 208.7 40.6 358.0 182.6 58.2 146.9 3.5 1.9
第1種不採算地区 114 40.2 28.8 8.9 55.0 14.2 8.7 23.6 0.4 0.3
第2種不採算地区 182 53.5 37.1 8.9 61.4 18.7 9.8 28.2 0.3 0.5
65.4 28.5 6.0 48.1 24.1 7.1 20.0 0.4 0.3
51.2 37.8 10.9 54.1 15.6 6.8 22.6 0.4 0.5
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（ j =1, ・・・J）が各自の裁量によって投入した
２種類の投入物 x1 j、x2 j に加え、限定された裁
量の下で投入している xnd j から、産出物 yj を生
産していると想定して、説明する。さらに、こ
こでは規模に関して収穫一定（Constant Return 
to Scale、以下 CRS と表記する）を仮定し、３
つの投入物を産出物１単位当たりに基準化（x1 j
／yj、x2j ／ yj、xnd j ／ yj）している。このうち、
裁量のある２つの投入物について、（x1j ／yj）≡













































































4.1 DEA による全体技術効率性の計測 
本稿の分析に関する基本アイデアを、事
業体 j（j=1,･・・J）が各自の裁量によって




一定（Constant Return to Scale、CRS）





したものが図 2 である。 
                                                  
12 なお、DEA を用いることに起因する分析対象の限定と





























　t 年の事業体 j の投入物 w（w=1,･･･,W）の
スラックを slackwjt とすれば、事業体 j の効率
値計測基準となる効率的フロンティア上の活動
をsjtとすることで、slackwjt≡ (xwjt－xwsjt)より、


































体 k の経営効率値（OTEk）は、(X1s ／X1k) 
または、(X2s／X1k)と求められる。 
さらに、図 2 における事業体 k の過剰な
投入量はスラック13と呼ばれている。  




より一般的に、1 から J までの公立病院
が W 種類の投入物から M 種類の産出物を





定義される。ただし、 は t 年の第 j 病院
( j=1,･･･,J )の第 w 番目の投入量を示し、
は t年の第 j病院の第m番目の産出量を
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t 年の事業体 j の投入物 w（w=1,･･･,W）
のスラックを slackwjt とすれば、事業体 j
の効率値計測基準となる効率的フロンティ
ア上の活動を sjt とすることで、slackwjt≡















W 種類の投入物から M 種類の産出物を生産し
ていると想定する。t 年の第 i 番目の病院の全




xjwt は t 年の第 j 病院 ( j= 1,･･･, J ) の第 w 番
目の投入量を示し、yjmt は t 年の第 j 病院の第
m 番目の産出量を示す。λは J コの要素から




呼ばれる。図2では、slack1k ≡ (X1k －X1s)＝ (1－OTEk)･































体 k の経営効率値（OTEk）は、(X1s ／X1k) 
または、(X2s／X1k)と求められる。 
さらに、図 2 における事業体 k の過剰な
投入量はスラック13と呼ばれている。  




より一般的に、1 から J までの公立病院
が W 種類の投入物から M 種類の産出物を





定義される。ただし、 は t 年の第 j 病院
( j=1,･･･,J )の第 w 番目の投入量を示し、
は t年の第 j病院の第m番目の産出量を



















  Ww ,,1   
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t 年の事業体 j の投入物 w（w=1,･･･,W）
のスラックを slackwjt とすれば、事業体 j
の効率値計測基準となる効率的フロンティ
ア上の活動を sjt とすることで、slackwjt≡

























なお、図 2 には説明の上で必要な 5 つの
事業体だけを●でプロットしているもの 、
実際には、影 あ















体 k の経営効率値（OTEk）は、(X1s ／X1k) 
または、(X2s／X1k)と求められる。 
さらに 図 2 における事業体 k の過剰
投入量はスラック13と呼ばれている。  
                                               
13 これは原点からの半直線に沿っており、radi l slack
と呼ばれる。図 2 の文脈では、slack1k≡(X1k－X1s)＝(1－
OTEk)･X1k、slack2k≡(X2k－X2s)＝(1－OTEk)･X2kとなる。 
より一般的に、1 から J までの公立病院
が W 種類の投入物から M 種類の産出物を





定義される。ただし、 は t 年の第 j 病院
( j=1,･･ ,J ) w 番目の投入量を示し、
は t年の第 j病院の第m番目の産出量を
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  Mm ,,1 
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t 年の事業体 j 投入物 w（w=1,･･ ,W）
のスラックを slackwjt とすれば、事業体 j
の効率値計測基準となる効率的フロンティ
ア上の活動を sjt とすることで、slackwjt≡





















xAwjt ≡ {xawjt － minw(xawt)} × Rwt ＋ minw(xwt)
（１－６）



























 slackwjt  = c + a･xndjt ＋μ 
    （1－5） 
 
 こうして推定された wtを用いて、事業体
j の除外すべきスラックは wt･xndjt として
求められる。よって、事業体 j の第 w 番目
の投入物の投入量 xwjt から wt･xndjt を除く
ことで調整した投入量を xawjtとすれば、そ
れは  xawjt ≡(xwjt－ wt･xndjt) となる。    
さらに、この調整された投入量に大きく
3 つのチューニングを加える必要がある。14 














グされた t 年の事業体 j の第 w 番目の投入
物の投入量を xAwjt とすれば、（1－6）式の
                                                  
14 Tsutsui and Tone（2007）ではチューニングの考え方






だし、Rwt＝{ range (xwt)／range (xawt)} 
である。ここで、t 年のチューニング済みの
投入量を用いて計測した事業体 i の経営効




































図 3 時系列的な効率性計測の問題 
X2 
0 
 こうして推定された âwt を用いて、事業体 j の
除外すべきスラックは âwt･xndjt として求められ
る。よって、事業体 j の第w番目の投入物の投
入量 xwjt から âwt･xndjt を除くことで調整した投






minw(xawt) として、{xawjt － minw(xawt)} という
操作を加える。２つ目はオリジナルの投入デー
タ xw と同一の範囲（range）とすることである。
よって、{maxw(xwt) － minw(xwt)} を range (xwt)
とし、{maxw(xawt) － minw(xawt)} を range (xawt)






こうしてチューニングされた t 年の事業体 j の
第 w 番目の投入物の投入量を xAwjt とすれば、
いて効率性を計測する。ここでは、事業体






 slackwjt  = c + a･xndjt ＋μ 
    （1－5） 
 
 こうして推定された wtを用いて、事業体
j の除外すべきスラックは wt･xndjt として
求められる。よって、事業体 j の第 w 番目
の投入物の投入量 xwjt から wt･xndjt を除く
ことで調整した投入量を xawjtとすれば、そ
れは  xawjt ≡(xwjt－ wt･xndjt) となる。    
さらに、この調整された投入量に大きく
3 つのチューニングを加える必要がある。14 














グされた t 年 事業体 j の第 w 番目 投入
物の投入量を xAwjt とすれば、（1－6）式の
                                                  
14 Tsutsui and Tone（2007）ではチューニングの考え方






ただし、Rwt＝{ range (xwt)／range (xawt)} 
である。ここで、t 年のチューニング済みの
投入量を用いて計測した事業体 i の経営効


























図 3の○は各事業体の t期 活動を示し、
●は各事業体の（t＋n）期の活動を示すと
kt 







































































































事業体 k は(t+n)期よりも t 期の方が効率値






 本節では、分析対象の 365 の公立病院に
ついて、前節で紹介した分析方法を基本に、
大きく 4 つのことを分析した。 
 第 1 は 4.1 節で説明した公立病院の経営
効率値、すなわち全体技術効率値（OTE）
と 4 投入のそれぞれのラディアルなスラッ








平均値 0.876 46.41 20.25 7.50 17.78
中央値 0.881 38.79 15.07 5.39 15.20
標準偏差 0.080 37.70 20.02 7.44 15.01
最大値 1.000 210.28 113.18 46.59 98.40







平均値 0.881 45.53 18.75 7.24 16.99
中央値 0.891 38.02 13.46 5.45 14.34
標準偏差 0.086 39.71 19.48 7.19 15.08
最大値 1.000 239.03 117.32 41.43 91.97







平均値 0.873 50.74 21.04 8.04 18.81
中央値 0.877 41.00 15.40 5.85 16.07
標準偏差 0.084 42.52 20.68 8.26 15.84
最大値 1.000 233.35 115.81 73.74 98.22











































































偏差は約 0.08 から 0.09 程度で安定してい
る。また、4 つの投入物のスラックを平均
値で見れば、職員給与費が約 5 億円、材料
費が約 2 億円、減価償却費が約 0.7 億円か










































































































































年度 2015 2016 2017 2015 2016 2017
平均値 0.890 0.885 0.881 0.876 0.881 0.873
中央値 0.899 0.896 0.890 0.881 0.891 0.877
標準偏差 0.080 0.087 0.086 0.080 0.086 0.084
最大値 1 1 1 1 1 1
最小値 0.578 0.557 0.551 0.631 0.521 0.613
年度 2015 2016 2017 2015 2016 2017
病院数 193 172 178 144 164 156
平均値 0.046 0.041 0.041 -0.027 -0.034 -0.027
中央値 0.034 0.032 0.034 -0.019 -0.021 -0.017
標準偏差 0.043 0.039 0.036 0.028 0.028 0.026
最大値 0.217 0.221 0.198 -0.001 -0.001 -0.001













0.834、2017 年度の 0.862 に対して、2015
年度は約 0.800 と低くなっている。 
第 4 は 4.3 節で説明した時系列的な経営
効率性の変化の推移についてである。表 8
には、OTE と OTEAの 2015 年度から 2016
年度、2016 年度から 2017 年度までの変化
の推移の概要を示しており、ここから大き
く 2 つのことを指摘できる。 
 
年度
効率性変化 改善 悪化 改善 悪化
病院数 127 231 171 184
経営効率値の
変化総量
3.217 -7.979 4.896 -4.882
平均値 0.024 -0.028 0.023 -0.027
中央値 0.016 -0.022 0.016 -0.020
標準偏差 0.024 0.028 0.024 0.031
最大値 0.160 -0.001 0.198 -0.001
最小値 0.001 -0.257 0.001 -0.238
年度
効率性変化 改善 悪化 改善 悪化
病院数 55 300 178 174
経営効率値の
変化総量
1.390 -12.323 4.318 -4.423
平均値 0.019 -0.044 0.025 -0.025
中央値 0.011 -0.036 0.017 -0.019
標準偏差 0.024 0.036 0.031 0.028
最大値 0.109 -0.001 0.213 -0.001








1 つ目は 2015 年度から 2016 年度にかけ
て、OTE と OTEAのどちらにおいても、経
営効率性を悪化させた病院数の方が多いと
いうことである。それは OTE と OTEA の
各々について、横軸に 2015 年度の効率値、


































年度 2015 2016 2017 2015 2016 2017
平均値 0.890 0.885 0.881 0.876 0.881 0.873
中央値 0.899 0.896 0.890 0.881 0.891 0.877
標準偏差 0.080 0.087 0.086 0.080 0.086 0.084
最大値 1 1 1 1 1 1
最小値 0.578 0.557 0.551 0.631 0.521 0.613
年度 2015 2016 2017 2015 2016 2017
病院数 193 172 178 144 164 156
平均値 0.046 0.041 0.041 -0.027 -0.034 -0.027
中央値 0.034 0.032 0.034 -0.019 -0.021 -0.017
標準偏差 0.043 0.039 0.036 0.028 0.028 0.026
最大値 0.217 0.221 0.198 -0.001 -0.001 -0.001













0.834、2017 年度の 0.862 に対して、2015
年度は約 0.800 と低くなっている。 
第 4 は 4.3 節で説明した時系列的な経営
効率性の変化の推移についてである。表 8
には、OTE と OTEAの 2015 年度から 2016
年度、2016 年度から 2017 年度までの変化
の推移の概要を示しており、ここから大き
く 2 つのことを指摘できる。 
 
年度
効率性変化 改善 悪化 改善 悪化
病院数 127 231 171 184
経営効率値の
変化総量
3.217 -7.979 4.896 -4.882
平均値 0.024 -0.028 0.023 -0.027
中央値 0.016 -0.022 0.016 -0.020
標準偏差 0.024 0.028 0.024 0.031
最大値 0.160 -0.001 0.198 -0.001
最小値 0.001 -0.257 0.001 -0.238
年度
効率性変化 改善 悪化 改善 悪化
病院数 55 300 178 174
経営効率値の
変化総量
1.390 -12.323 4.318 -4.423
平均値 0.019 -0.044 0.025 -0.025
中央値 0.011 -0.036 0.017 -0.019
標準偏差 0.024 0.036 0.031 0.028
最大値 0.109 -0.001 0.213 -0.001








1 つ目は 2015 年度から 2016 年度にかけ
て、OTE と OTEAのどちらにおいても、経
営効率性を悪化させた病院数の方が多いと
いうことである。それは OTE と OTEA の
各々について、横軸に 2015 年度の効率値、


































年度 2015 2016 2017 2015 2016 2017
平均値 0.890 0.885 0.881 0.876 0.881 0.873
中央 0.899 0.896 0.890 0.881 0.891 0.877
標準偏差 0.080 0.087 0.086 0.080 0.086 0.084
最大値 1 1 1 1 1 1
小 0.578 0.557 0.551 0.631 0.521 0.613
年度 2015 2016 2017 2015 2016 2017
病院数 193 172 178 144 164 156
平均値 0.046 0.041 0.041 -0.027 -0.034 -0.027
中央 0.034 0.032 0.034 -0.019 -0.021 -0.017
標準偏差 0.043 0.039 0.036 0.028 0.028 0.026
最大値 0.217 0.221 0.198 -0.001 -0.001 -0.001













0.834、2017 年度の 0.862 に対して、2015
年度は約 0.800 と低くなっている。 
第 4 は 4.3 節で説明した時系列的な経営
効率性の変化の推移についてである。表 8
には、OTE と OTEAの 2015 年度から 2016
年度、2016 年度から 2017 年度までの変化
の推移の概要を示しており、ここから大き
く 2 つのことを指摘できる。 
 
年度
効率性変化 改善 悪化 改善 悪化
病院数 127 231 171 184
経営効率値の
変化総量
3.217 -7.979 4.896 -4.882
平均値 0.024 -0.028 0.023 -0.027
中央 16 2 16 0
標準偏差 24 0.028 24 0.031
最大値 160 -0.001 198 -0.001
小 001 257 001 238
年度
効率性変化 改善 悪化 改善 悪化
病院数 55 300 178 174
経営効率値の
変化総量
1.390 -12.323 4.318 -4.423
平均値 0.019 -0.044 0.025 -0.025
中央 1 36 17 19
標準偏差 24 0.036 31 0.028
最大値 109 -0.001 213 -0.001








1 つ目は 2015 年度から 2016 年度にかけ
て、OTE と OTEAのどちらにおいても、経
営効率性を悪化させた病院数の方が多いと
いうことである。それは OTE と OTEA の
各々について、横軸に 2015 年度の効率値、



































OTE と OTEA のど 営効率
性を悪化させた病院数の方が多いと うことで





年 2015 2016 2017 2015 2016 2017
平均値 0.890 0.885 0.881 0.876 0.881 0.873
中央値 0.899 0.896 0.890 0.881 0.891 0.877
標準偏差 0.080 0.087 0.086 0.080 0.086 0.084
最大値 1 1 1 1 1 1
最小値 0.578 . . . . 21 0.613
年 2015 16 2017
病院数 193 4 156
平均値 0.046 . . 34 -0.027
中央値 0.034 . . . . 21 -0.017
標準偏差 0.043 . . . . 28 0.026
最大値 0.217 0.221 0.198 -0.001 -0.001 -0.001
最小値 0.001 0.001 0.001 -0.126 -0.148 -0.141
注：小数第5位を四捨五入
表7　チュ










0.834、2017 年度の 0.862 に対して、2015
度は約 0.8 0 と低くなっている。 
第 4 は 4.3 節で説明した時系列的な経営
率性の変化の推移についてである。表 8
は、OTE と OTEAの 2015 年度から 2016





効率性変化 改善 悪化 改善 悪化
病院数 127 231 71 184
経営効率値の
変化総量
3.217 -7.979 4.896 -4.882
平均値 .024 - .028 .023 -0. 27
中央値 .016 - .022 .016 -0. 20
標準偏差 .024 .028 .024 0.031
最大値 0.160 - .001 0.198 -0.001
最小値 0.001 -0.257 0.001 -0.238
年度
効率性変化 改善 悪化 改善 悪化
病院数 55 00 78 174
経営効率値の
変化総量
1.390 -12.323 4.318 -4.423
平均値 .019 - .044 .025 -0.025
中央値 .011 -0.036 .017 -0.019
標準偏差 0. 24 0. 36 0.031 .028
最大値 .109 -0.001 .213 -0.001








1 つ目は 2015 年度か 2016 年度にかけ
て、OTE と OTEAのどちらにお ても、経
営効率性を悪化させた病院数の方が多いと
いうことである。それは OTE と OTEA の
各々について、横軸に 2015 年度の効率値、

































年度 2015 2016 2017 2015 2016 2017
平均値 0.890 0.885 0.881 0.876 0.881 0.873
中央値 0.899 0.896 0.890 0.881 0.891 0.877
標準偏差 0.080 0.087 0.086 0.080 0.086 0.084
最大値 1 1 1 1 1 1
最小値 0.578 0.557 0.551 0.63 0.521 0.6 3
年度 2015 2 16 2017 2015 2 16 2017
病院数 193 172 178 144 164 156
平均値 0.046 0.041 0.041 -0. 27 -0.034 - .027
中央値 0.034 0.032 0.034 -0.019 -0.021 -0.017
標準偏差 0.043 0.039 0.036 0.028 0.028 0. 26
最大値 0.217 0.221 0.198 -0.001 -0.001 -0.001













0.834、2017 年度の 0.862 に対して、2015
年度は約 0.800 と低くなっている。 
第 4 は 4.3 節で説明した時系列的な経営
効率性の変化の推移についてである。表 8
に 、OTE と OTEAの 2015 年度から 2016
年度、2016 年度から 2017 年度までの変化
の推移の概要を示しており、ここから大き
く 2 つのことを指摘できる。 
 
年度
効率性変化 改善 悪化 改善 悪化
病院数 127 231 171 184
経営効率値の
変化総量
3.217 -7.979 4.896 -4.882
平均値 0.024 -0.028 0.023 -0.027
中央値 0.016 -0.022 0.016 -0.020
標準偏差 0.024 0.028 0.024 0.031
最大値 0.160 -0.001 0.198 -0.001
最小値 0.001 -0.257 0.001 -0.238
年度
効率性変化 改善 悪化 改善 悪化
病院数 55 300 178 174
経営効率値の
変化総量
1.390 -12.323 4.3 8 -4.423
平均値 0.019 -0.044 0.025 -0.025
中央値 0. 11 -0.036 0.017 -0.019
標準偏差 0.024 0.036 0.031 0.028
最大値 0.109 -0.001 0.213 -0.001








1 つ目は 2015 年度から 2016 年度にかけ
て、OTE と OTEAのどちらにおいても、経
営効率性を悪化させた病院数の方が多いと
いうことである。それは OTE と OTEA の
各々について、横軸に 2015 年度の効率値、
縦軸に 2016 年度の効率値をとった図 5.1、





























































































ら 2017 年度までの 3 か年度を対象に計算
される平均合計額を基に、その中央値に対
する各病院の平均合計額の割合を用いた。 


















に、2016 年度から 2017 年度にかけては、


















































































































ら 2017 年度までの 3 か年度を対象に計算
される平均合計額を基に、その中央値に対
する各病院の平均合計額の割合を用いた。 


















に、2016 年度から 2017 年度にかけては、
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